生活保護の適正実施に向けた提案
生活保護制度は、昭和25年の制度創設以来、抜本的な改革がなされないまま今日に至っており、社会経済情勢の変化に対応できておらず制度疲労を起こしている。
とりわけ、平成20年秋からの急激な景気の後退以降、生活保護受給世帯は依然増加傾向にあり、悪質な不正受給事案や貧困ビジネスも発生している。さらには、最低賃金や老齢基礎年金受給額と国の定める保護の基準との逆転現象は国民の不公平感やモラルハザードを招いている。
こうした状況をこのまま放置すれば、自治体のみならず国全体が危機的な状況に陥るおそれがある。今こそ、生活保護制度が最後のセーフティネットとして、真に生活に困窮する方へ適切に保護を適用する、本来あるべき制度となるよう抜本的な改革が必要である。
こうした危機感のもと、大阪府、大阪府市長会及び大阪府町村長会はこれまでも生活保護制度の抜本改革に向けての提案を行う等、様々な機会を通じて国に対し制度改革への早急な着手を強く求めている。国においては社会保障・税の一体改革の検討が進められている中、昨年5月に「生活保護制度に関する国と地方の協議」の場を設置し、同年12月には「生活保護制度に関する国と地方の協議に係る中間とりまとめ」を行ってきたところである。また、現在、本年秋を目途に「生活困窮者対策と生活保護制度の見直しについて総合的に取り組むための『生活支援戦略（仮称）』」の策定に向けて検討も行われているところである。
生活保護制度改革に向けて国が具体的に動き始めたことは評価する一方、「中間とりまとめ」において「運用改善等で速やかに実行する事項」とされたものは早急に対応・実施するとともに、「引き続き検討を進めるとした事項」については、地方側の意見を真摯に受け止め、法改正を含めた速やかな対応が行われることが重要である。
現状の生活保護制度は国の統一基準によるものであることから、その運用について、例年国は「保護の実施要領、医療扶助運営要領及び介護扶助運営要領の改正に関する意見の提出について」等により地方の意見集約を行い、毎年度末に実施要領改正を行っているところである。
しかしながら、その改正は地方の意見が十分に反映されているものとは言えず、国は改正されなかった事項についての課題や問題点、法制度上の制約等についての十分な説明を行ってこなかったところである。
こうした状況の下、真に生活に困窮する方へ適切に保護を適用する、本来あるべき制度となるように抜本的な改革が必要であり、次のとおり特段の措置を講じるよう提案する。
1. 生活保護制度の抜本的改革の早期実現
· 高齢化が進み、また、厳しい経済・雇用情勢が続いている中、生活保護受給世帯の増加に歯止めがかからない状況にある。
· こうした中、生活保護制度が最後のセーフティネットとして持続できる制度となるためにも、現行制度における課題・問題点解決に向け、最低賃金や老齢基礎年金受給額と国の定める保護の基準との逆転現象の解決や生活保護受給者の半数を占める高齢者について別制度の社会保障を構築するなど社会保障制度全般のあり方を含め、地方の意見を十分に取り入れた法改正や抜本的な制度改革を早期に実現すること。
· とりわけ、生活保護の適正実施や不正受給の徹底排除に必要な喫緊の課題として次の事項等に早急に取り組みを進めること。
1 実施機関の調査権限などの強化
　　　不正受給に厳正に対処するため受給者等に関する調査について、調査先に回答義務を課すことや、返納金を有する世帯への保護廃止後の調査権限を明確にすること。特に、公的機関に対して必要な調査に協力するよう強く要請を行うこと。また、費用徴収に国税などと同等の強制力を付与すること。加えて、年金等の公的給付の受給状況などの他法･他施策の活用状況の一元的な管理ができるような方策を進めること。さらに、受給者の本人確認の徹底につながるような権限の実質的な強化の方策を進めること。
2 医療・介護扶助適正化に向けた取り組み
　　　　　重複受診・過剰なサービスの受給や、医療･介護扶助を狙った貧困ビジネスを抑止するために、かかりつけ医･薬局が実質的に機能するような仕組みづくりや一部自己負担導入の検討、医療機関の指定に際する明確な基準の設定や合理的で有効な指導･管理体制の構築について、法改正を含む必要な措置を講じること。
3 自立支援策の充実
　　　　　受給者への集中的かつ強力な就労支援を行う方策を導入し、就労自立に向けたインセンティブが働く仕組みについて具体化すること。
　　　　　また、生活困窮者に対する施策については、第二のセーフティネットを生活保護制度に優先するものとして位置付けるなど実効性のある制度設計を行うこと。
2. 実施要領等についての実務上の検証などの実施
· 各実施機関において生活保護の適正実施に繋げるため、「保護の実施要領、医療扶助運営要領及び介護扶助運営要領の改正に関する意見の提出について」等により集約された意見の中で、「実施要領の改正」に至らなかった事項の課題・問題点について実務者レベルで検証し現状に即した改正を行うこと。
· とりわけ、後発医薬品の使用促進については、国から通知がなされているところであるが、国として実効ある対応を行ったうえで、明確な基準を設定されたい。
3. 国の責任による生活保護の実施
· 本来、生活保護制度は憲法が保障するナショナルミニマムとして国の責任において実施すべきものである。人件費を含む生活保護に係る経費は全額国が負担すべきであることはもとより、生活保護実施体制確保について必要な措置を講ずること。
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